
                             ６ 学振第 2365 号 

                             令和７ 年２ 月 28 日 

 

 関係私立学校設置者様 

 

                         愛 知 県 県 民 文 化 局 長  

 

   令和７ 年度以降の私立学校振興助成法第 14 条第２ 項の規定によ る  

   監査の内容等について（ 通知）  

 

 こ の度、 私立学校法の一部を 改正する 法律（ 令和５ 年法律第 21 号） によ る 改正

後の私立学校振興助成法（ 昭和 50 年法律第 61 号。 以下「 改正助成法」 と いう 。） 第

14 条第２ 項の規定によ る 監査の内容及び私立学校振興助成法施行規則（ 令和６ 年

文部科学省令第 29 号） 第２ 条第４ 号に掲げる 所轄庁が定める 書類について、 令和７

年愛知県告示第 76 号を も っ て別紙１ のと おり 定めら れた のでお知ら せし ま す。  

 ま た、 本告示を 踏ま えた監査の具体的内容及び取扱い等については下記のと お

り ですので、 監査を 依頼さ れる 公認会計士等と 御協議のう え遺漏のないよ う お取り

計ら い願いま す。  

 

記 

 

第１  監査対象法人等について 

 １  監査対象法人について 

   改正助成法第９ 条の規定に基づき 、 本県及び他の都道府県から 経常的経費に

ついて補助を 受ける 学校法人（ 同法附則第２ 条によ り 、 学校法人以外の私立

学校の設置者を 含む。 以下「 助成対象学校法人」 と いう 。） のう ち、 会計監査

人（ 私立学校法の一部を 改正する 法律（ 令和５ 年法律第 21 号） によ る 改正後

の私立学校法（ 昭和 24 年法律第 270 号。 以下「 改正私学法」 と いう 。） 第

四款に規定する 会計監査人を いう 。） を 置かない学校法人は、 同法第 14 条第

２ 項の規定に基づき 、 計算書類（ 改正私学法第 103 条第２ 項に規定する 計算

書類を いい、 活動区分資金収支計算書を 除く 。 以下同じ 。） 及びその附属明細

書（ 収益事業会計にあ っ て は、 貸借対照表及び損益計算書） について 、 令

和７ 年愛知県告示第 76 号及び本通知の定める と こ ろ によ り 、 公認会計士等の

監査を 受けなければなら ないと さ れている こ と 。  

32－1

３２



 ２  監査義務の免除について 

   改正助成法第 14 条第２ 項ただし 書き の規定によ り 、 補助金の額が少額であ

っ て、 知事の許可を 受けた学校法人は、 その許可を 受けた会計年度について

は前号の監査義務を 免除さ れる も のである こ と 。  

   こ の場合の「 補助金の額が少額」 であ る と は、 一会計年度に一学校法人に

交付さ れる 補助金の額が 1, 000 万円に満たない場合である こ と 。  

   ま た、「 1, 000 万円に満たない」 と は、 学校単位の補助額をいう のではなく 、

学校法人当たり の補助額（ ２ 以上の学校を 設置する も のにあっ ては、 その合

計額） である から 注意する こ と 。  

   なお、 監査義務の免除に係る 申請は別紙２ の様式によ り 、 当該年度末日（ ３

月 31 日） ま でに知事に提出する こ と 。  

 

第２  監査の内容等について 

  令和７ 年愛知県告示第 76 号によ り 定めら れた令和７ 年度以降の監査の具体的

な内容等は次のと おり である 。  

 １  貸借対照表について 

  ( 1)  すべての資産及び負債は、 学校法人会計基準の一部を改正する 省令（ 令和

６ 年文部科学省令第 28 号） によ る 改正後の学校法人会計基準（ 昭和 46 年

文部省令第 18 号。 以下「 新基準」 と いう 。） の定める と こ ろ に従っ て正し

く 計上さ れている かど う か。  

   ア 資産の評価は、 妥当である かど う か。  

   イ  負債は、 すべてを 網羅し て計上さ れている かど う か。  

  ( 2)  減価償却資産は、 新基準の定める と こ ろ に従っ て計上さ れている かど う

か。  

  ( 3)  金銭債権は、 新基準の定める と こ ろ に従っ て計上さ れている かど う か。  

  ( 4)  基本金要組入額は、 正し く 把握さ れている かど う か。  

  ( 5)  基本金及び繰越収支差額は、 新基準の定める と こ ろ に従っ て計上さ れてい

る かど う か。  

  ( 6)  貸借対照表の表示方法は、 新基準の定める と こ ろ に従っ ている かど う か。  

    記載科日、 記載方法、 表示方法及び様式は、 新基準第 18 条、 第 19 条、 第

20 条、 第 21 条及び第 22 条に従っ ている かど う か。  

 ２  事業活動収支計算書について 

  ( 1)  事業活動収支計算は、 新基準の定める と こ ろ に従っ て行われている かど う

か。  
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   ア 当該会計年度の教育活動収入及び教育活動支出は、 正し く 計上さ れてい

る かど う か。  

   イ  当該会計年度の教育活動外収入及び教育活動外支出は、 正し く 計上さ れ

ている かど う か。  

   ウ  当該会計年度の特別収入及び特別支出は、 正し く 計上さ れている かど う

か。  

   エ 次の点については特に留意する こ と 。  

    ( ア )  減価償却額及び退職給与引当金繰入額は、 正し く 計上さ れている かど

う か。  

        ( イ )  教育活動収支、 教育活動外収支及び特別収支の各科目への区分は、 正し

く 行われている かど う か。  

        ( ウ )  基本金組入額及び取崩額は、 正し く 計上さ れている かど う か。  

        ( エ)  寄付金( 現物寄付を含む。 )  の受入れが、 適正に行われている か。 特に、

入学者又はその関係者から の受入れに留意する こ と 。  

        ( オ)  各収支差額は、 正し く 計上さ れている かど う か。  

  ( 2)  事業活動収支計算書の表示方法は、 新基準の定める と こ ろ に従っ ている か

ど う か。  

    記載科目、 記載方法及び様式は、 新基準第 26 条、 第 27 条、 第 28 条、

第 29 条、 第 30 条及び第 31 条に従っ ている かど う か。  

   ( 注)  事業活動収支内訳表については、 改正助成法施行規則第２ 条に基づき

所轄庁へ提出する 書類である が、 監査事項から は除外さ れている こ と 。  

 ３  資金収支計算書について 

  ( 1)  資金収支計算は、 新基準の定める と こ ろ に従っ て行われている かど う か。  

   ア 当該会計年度の諸活動に対応する すべての収入及び支出は、 正し く 計上

さ れている かど う か。  

   イ  当該会計年度における 支払資金の収入及び支出の計上並びにそのてん末

は、 妥当である かど う か。  

   ウ  次の点については特に留意する こ と 。  

    ( ア )  収支の繰上げ又は繰下げが行われていないかど う か。  

    ( イ )  資金収入調整勘定及び資金支出調整勘定の計上は、 妥当である かど う

か。  

    ( ウ )  資金収支計算書における 「 前年度繰越支払資金」 及び「 翌年度繰越支

払資金」 の額は、 期首並びに期末の貸借対照表における 現金預金有高と

一致し ている かど う か。  
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    ( エ)  収入及び支出の各科目への区分は、 正し く 行われている かど う か。  

    ( オ)  寄付金や学校債によ る 資金の受入れが、 適正に行われている か。  

      特に、 入学者又はその関係者から の受入れに留意する こ と 。  

  ( 2)   資金収支計算書の表示方法は、 新基準の定める と こ ろ に従っ ている かど

う か。  

         記載科目、 記載方法及び様式は、 新基準第 35 条、 第 36 条、 第 37 条及び

第 38 条に従っ ている かど う か。  

       ( 注)  資金収支内訳表については、 改正助成法施行規則第２ 条に基づき 所轄

庁へ提出する 書類であ る が、 監査事項から は除外さ れている こ と 。  

 ４  計算書類の注記について 

   第２ の１ ～３ の計算書類の注記は、 新基準第 40 条に従っ て記載さ れている

かど う か。  

 ５  附属明細書について 

   附属明細書の記載方法及び様式は、 新基準第 41 条及び第 42 条に従っ ている

かど う か。  

 ６  収益事業に係る 貸借対照表及び損益計算書について 

  ( 1)  会計処理及び貸借対照表、 損益計算書の作成は、 一般に公正妥当と 認めら

れる 企業会計の原則に従っ て行われている かど う か。  

  ( 2)  計算書類の作成に当たっ て、 その記載科目、 記載方法及び樣式は、 一般に

公正妥当と 認めら れる 企業会計の原則に従っ ている かど う か。  

 ７  監査の手続について 

   第２ の１ ～６ の監査（ 改正助成法第 14 条第２ 項に基づく 公認会計士等の監

査） は、「 学校法人内部の正規の手続」 と し て改正私学法第 104 条第３ 項に規

定する 理事会によ る 承認の後に行う こ と 。  

 ８  人件費支出内訳表の監査について 

  ( 1)  令和７ 年愛知県告示第 76 号によ り 、 改正助成法施行規則第２ 条第４ 号に掲

げる 所轄庁が定める 書類は、 人件費支出内訳表が同令第５ 条の定める と こ

ろ によ り 作成さ れている かど う かに関する 公認会計士等の監査報告と する

と さ れている こ と 。  

  ( 2)  前号の監査は、「 学校法人内部の正規の手続」 の後に行い、「 学校法人内部

の正規の手続」 については、 理事会によ る 承認に限ら ず、 各学校法人におい

て適切に定める こ と と し 、 例えば、 内部規程に基づく 理事長や財務担当理事

等の適切な 権限者の決裁や適切な 会議体の決議によ る 承認が考え ら れる こ

と 。  
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  ( 3)  内訳表は計算書類に記載さ れる 額を 区分し て作成さ れる こ と から 、 本項第

１ 号の監査（ 令和７ 年愛知県告示第 76 号が指定する 人件費支出内訳表の

監査報告の た め に 必要な 公認会計士等の 監査） と 第２ の １ ～６ の 監査

（ 改正助成法第 14 条第２ 項に基づく 公認会計士等の監査） を 効果的・ 効

率的に受ける ため、 こ れら を 一体的に受ける こ と ができ る こ と 。  

 

第３  監査報告について 

  監査報告は、 監査内容に対する 監査結果の記載も れのないよ う にする と と も

に、 特に改善を 要する 事項あ る いは判然と し ない事項又は指導さ れた事項等に

ついて具体的に別記する こ と 。  

 

第４  公認会計士等の業務制限について 

  監査の依頼に際し ては、 当該公認会計士等が貴法人と 、 公認会計士法( 昭和 23

年法律第 103 号)  第 24 条又は第 34 条の 11 に規定する 著し い利害関係を 有する

等の者でないこ と を 確認する 必要がある こ と 。 著し い利害関係の有無について

は日本公認会計士協会の倫理規則を 参考と する こ と 。  

 

第５  知事への書類の提出について 

  知事への書類の提出については、 次のこ と に留意さ れたい。  

 １  提出書類について 

  ( 1)  助成対象学校法人で知事を 所轄庁と する も のは、 改正助成法第 14 条第４

項の規定に基づき 、 その終了し た会計年度に係る 計算書類及びその附属明細

書並びに当該会計年度の翌会計年度の収支予算書に、 監査報告（ 改正助成法

第 14 条第４ 項の監査報告を いう 。 なお、 会計監査人設置法人にあ っ ては改

正私学法第 86 条第２ 項の会計監査報告を いう 。 以下同じ 。） を 添付し て、 知

事に提出する こ と と さ れている こ と 。  

  ( 2)  同条第４ 項ただし 書によ り 補助金の額が少額である 場合の監査報告の添付

の免除については、 本通知の第１ の２ の取扱いのと おり と する こ と 。  

  ( 3)  改正助成法施行規則第２ 条の規定に基づき 、 知事への書類の提出は、 事業

活動収支内訳表、 資金収支内訳表及び人件費支出内訳表（ 以下「 内訳表」 と

いう 。） 並びに知事が定める 書類を 添付し てし なければなら ないと さ れてい

る こ と 。  

  ( 4)  知事が定める 書類は、 令和７ 年愛知県告示第 76 号によ り 、 人件費支出内

訳表が改正助成法施行規則第５ 条の定める と こ ろ によ り 作成さ れている かど
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う かに関する 公認会計士等の監査報告（ 以下「 人件費支出内訳表の監査報

告」 と いう 。） と さ れている こ と 。  

 

 ２  提出期日について 

   改正助成法第 14 条第４ 項の規定に基づき 、 毎会計年度終了後三月以内に提

出する こ と と さ れている こ と 。 ま た、 収支予算書に係る 収支予算を 変更し たと

き は、 変更後の収支予算書を 速やかに知事宛に提出する こ と 。  

 

 ３  提出方法等について 

  ( 1)  提出する 書類の順序は、 次のと おり と する こ と 。  

   ア 計算書類及びその附属明細書 

     新基準の第一号様式から 第四号様式、 注記事項（ 新基準第 40 条に規定

する 事項を いう 。）、 第五号様式から 第七号様式の順序と する こ と 。  

         なお、 収益事業がある 場合には、 当該事業の貸借対照表及び損益計算書

を 、 第七号様式の後に追加する こ と 。  

         ま た、 会計監査人設置学校法人等であっ て、 改正私学法第 104 条第２ 項

に基づく 計算書類及びその附属明細書の監査に係る 会計監査報告と 、 私立

学校法施行規則の一部を 改正する 省令（ 令和６ 年文部科学省令第 21 号）

によ る 改正後の私立学校法施行規則（ 昭和 25 年文部省令第 12 号） 第 43

条第２ 項の規定によ り 準用する 改正私学法第 104 条第２ 項に基づく 財産目

録の監査に係る 会計監査報告（ 以下「 財産目録の監査報告」 と いう 。） が

一体と なっ て作成さ れる 場合には、 第八号様式を 、 第七号様式（ 収益事業

がある 場合には、 収益事業の損益計算書） の後に追加する こ と 。  

    イ  内訳表 

    改正助成法施行規則の第一号様式から 第三号様式の順序と する こ と 。  

  ( 2)  監査報告の原本が電子形式である 場合には、 当該監査報告（ 電子署名のあ

る も のを 必要と する こ と 。） のほか、 計算書類及びその附属明細書（ 収益事

業がある 場合には、 当該事業の貸借対照表及び損益計算書を 含み、 改正私学

法第 104 条第２ 項に基づく 計算書類及びその附属明細書の監査に係る 会計監

査報告と 、 財産目録の監査報告が一体と なっ て作成さ れる 場合には、 財産

目録を 含む。 第５ の３ ( 3) 及び( 4) において同じ 。） を 一体の電子形式フ ァ イ

ルと し て、 人件費支出内訳表の監査報告が電子形式であ る 場合には、 当該

人件費支出内訳表の監査報告（ 電子署名のある も のを 必要と する こ と 。） 及
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び内訳表を 一体の電子形式フ ァ イ ルと し て、 原本を 電磁的方法で提出する

こ と 。  

  ( 3)  監査報告及び人件費支出内訳表の監査報告の原本が紙媒体であ る 場合に

は、 従来原本を 紙媒体で届け出る こ と と し ていたと こ ろ 、 ペーパーレ ス 化の

観点から 、 当該監査報告（ 署名のある も のを 必要と する こ と 。） を 計算書類

及びその附属明細書の前に、 人件費支出内訳表の監査報告（ 署名のある も の

を 必要と する こ と 。） を 内訳表の前にそれぞれと じ 込んだ上で、 それぞれの

原本の情報を 記録し た別個の電子形式フ ァ イ ルと し て、 当該フ ァ イ ルを 電磁

的方法で提出する こ と 。  

      なお、 必要やむを 得ない場合には私学振興室指導グループに連絡し 、 その

了解を 得た上で、 紙媒体で提出する こ と も 可能である こ と 。 その場合は、 当

該監査報告（ 署名のある も のを 必要と し 、 写し では足り ないこ と 。） を 計算書

類及びその附属明細書の前にと じ 込み、 原本を 紙媒体で提出する こ と 。 こ

の場合の計算書類の用紙は日本産業規格Ａ ４ 判に統一する こ と 。 ま た、 当

該人件費支出内訳表の監査報告（ 署名のある も のを 必要と し 、 写し では足り

ないこ と 。） を 内訳表の前にと じ 込み、 原本を紙媒体で提出する こ と 。 こ の場

合の計算書類の用紙は日本産業規格Ａ ４ 判に統一する こ と 。 ただし 内訳表で

部門別の区分が多い場合にはこ の限り ではない。  

  ( 4)  前二号の規定に関わら ず、 会計監査人を 置かない学校法人にあっ ては、 監

査報告と 人件費支出内訳表の監査報告を 一体の監査報告と し て作成さ れてい

る 場合は、 第５ の３ ( 1) の提出書類を 、 一体の監査報告の後に添付する こ

と 。  

  ( 5)  収支予算書は、 計算書類及びその附属明細書並びに内訳表と は別に電子形

式フ ァ イ ルと し て、 当該フ ァ イ ルを 電磁的方法で提出する こ と 。  

    なお、 令和７ 年度の収支予算書については、 紙媒体での提出も 可能である

が、 令和８ 年度以降の収支予算書については、 必要やむを 得ない場合には私

学振興室指導グループに連絡し 、 その了解を 得た上で、 紙媒体で提出する こ

と も 可能である こ と 。 その場合は、 収支予算書を 計算書類及びその附属明細

書並びに内訳表と は別につづり 、 届け出る こ と 。  

 

第６  知事所轄学校法人における 改正助成法施行規則の運用について 

 １  助成対象学校法人で知事を 所轄庁と する も ののう ち、 単数の学校（ ２ 以上の

課程を 置く 高等学校を 除く 。） のみを 設置する も のにおける 改正助成法施行規

則第３ 条第１ 項、 第４ 条第１ 項及び第５ 条第１ 項の規定の適用については、 内
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訳表について、 それぞれ同令第３ 条第１ 項第１ 号と 同項第２ 号以下の各号と の

区分を 省略でき る も のと する こ と 。  

 ２  上記省略を し た場合における 事業活動収支内訳表及び資金収支内訳表は、

それぞれ事業活動収支計算書及び資金収支計算書と 同内容のも のと なる ため、

こ れら の収支計算書を も っ て両内訳表に代える こ と ができ る も のと する こ と 。  

 

第７  施行日等 

  令和７ 年愛知県告示第 76 号は令和７ 年４ 月１ 日から 施行し 、 令和７ 年度に係

る 監査及び書類の提出から 適用する こ と 。 令和６ 年度の貸借対照表、 収支計算

書その他の財務計算に関する 書類に添付する 公認会計士等の監査報告書につい

ては、 なお従前の例によ る こ と 。  

 

第８  「 平成 28 年度以後の監査事項の指定等について」 等の廃止について 

  以下の通知は、 令和６ 年度の監査報告書を 限り と し て廃止する こ と 。  

 ・ 平成 28 年度以後の監査事項の指定等について（ 平成 27 年 10 月 23 日付け 27

学振第 1007 号愛知県県民生活部長通知）  

 ・「 平成 28 年度以後の監査事項の指定等について（ 通知）」 の一部改正について

（ 令和４ 年２ 月 14 日付け３ 学振第 2255 号愛知県県民文化局長通知）  

 

 

添付資料 

【 別紙１ 】  「 私立学校振興助成法第 14 条第２ 項の規定によ る 監査の内容及び私立

学校振興助成法施行規則第２ 条第４ 号に掲げる 所轄庁が定める 書類」  

( 令和７ 年２ 月 28 日愛知県告示第 76 号)  

【 別紙２ 】  「 私立学校振興助成法第 14 条第２ 項の規定によ る 監査の免除許可申請

書（ 様式）」  

 

 

                    担 当 学事振興課私学振興室 

                        指導グループ 

                    電 話 052-954-6186 

                    電子メ ール shi gaku@pr ef . ai chi . l g. j p 
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                                  別紙１   

 

 

 

 

愛知県告示第76号 

 私立学校振興助成法第14条第２ 項の規定によ る 監査の内容及び私立学校振興助成法施行規則

第２ 条第４ 号に掲げる 所轄庁が定める 書類を次のと おり 定める 。  

  令和７ 年２ 月28日 

                            愛知県知事 大 村 秀 章  

   私立学校振興助成法第14条第２ 項の規定によ る 監査の内容及び私立学校振興助成法施行

規則第２ 条第４ 号に掲げる 所轄庁が定める 書類 

 （ 公認会計士又は監査法人の監査の内容）  

第１ 条 私立学校振興助成法（ 昭和50年法律第61号） 第14条第２ 項の規定によ る 公認会計士（ 公

認会計士法（ 昭和23年法律第103号） 第16条の２ 第５ 項に規定する 外国公認会計士を含む。 次

条において同じ 。） 又は監査法人の監査は、 学校法人会計基準（ 昭和46年文部省令第18号） の

定める と こ ろに従って会計処理が行われ、 計算書類（ 私立学校法（ 昭和24年法律第270号） 第

103条第２ 項に規定する 計算書類を いい、 活動区分資金収支計算書を除く 。） 及びその附属明

細書（ 収益事業会計にあっては、 貸借対照表及び損益計算書） が作成さ れている かど う かに

ついて受けなければなら ない。  

 （ 私立学校振興助成法施行規則第２ 条第４ 号に掲げる 所轄庁が定める 書類）  

第２ 条 私立学校振興助成法施行規則（ 令和６ 年文部科学省令第29号） 第２ 条第４ 号に掲げる

所轄庁が定める 書類は、 人件費支出内訳表が同令第５ 条の定める と こ ろによ り 作成さ れてい

る かど う かに関する 公認会計士又は監査法人の監査報告と する 。  

   附 則 

 （ 施行期日等）  

１  こ の告示は、 令和７ 年４ 月１ 日から 施行し 、 令和７ 年度に係る 監査及び書類の提出から 適

用する 。  

 （ 私立学校振興助成法に基づく 公認会計士等の監査報告書に係る 監査事項の指定の廃止）  

２  平成27年愛知県告示第455号（ 私立学校振興助成法に基づく 公認会計士等の監査報告書に係

る 監査事項の指定） は、 令和６ 年度の監査報告書を 限り と し て廃止する 。  
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                                  別紙２   

 

 

年 月 日 

 

 愛知県知事 殿 

 

                   所在地 

                   学校法人名 

                   理事長名 

 

   〇年度の私立学校振興助成法第 14 条第２ 項の規定によ る 監査の免除 

   許可申請書 

 

 〇年度の私立学校振興助成法第 14 条第２ 項の規定によ る 監査について、 下記申

請理由によ り 免除の許可を 受けたいので申請し ま す。  

 

記 

 

１  申請理由 

  〇年度の経常費補助金額が 1,000 万円未満のため 

 

２  決算における 補助金額 

  〇,〇〇〇,〇〇〇円 
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